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中規模ホール整備官民連携事業　
提案審査　様式集Ⅰ
（提案審査に関する提出書類）
令和元年７月
富山市
様式①　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
令和　　年　　月　　日
提案審査書類提出書
（宛先）
富山市長
グループ名　　　
代表企業　　商号又は名称　　　　　　　
　　　　　　所在地又は住所　　　　　　　　　　　　
　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　印
令和元年7月5日付で募集要項が公表された「中規模ホール整備官民連携事業」の募集について、資格審査を通過した者として、募集要項等に基づき、下表に示す提案審査書類一式を提出します。
なお、この申請書、提出書類及び添付書類等のすべての書類の記載事項は事実と相違ないことを誓約します。
＜提出書類＞
	様式番号
	書類名
	部数
	応募者
確認欄

	1 
	提案審査に関する提出書類提出書
	正本１部
副本１部
	

	2 
	グループ構成表及び体制図
	
	

	3 
	要求水準等に関する誓約書
	
	

	4 
	売買価格に係る確認書（民間付帯事業）
	
	

	5 
	売買面積提案書
	
	

	6 
	提案価格書（PFI事業）
	正本１部
	

	0-1
～0-14
	提案書類　設計図書
	正本１部
副本10部
	

	1-1-1～6
	提案書類　設計図書以外
	正本１部
副本10部
	

	７
	提案書類　要求水準セルフチェックシート
	正本１部
副本10部
	

	0-1～７
	電子データ
	CD-ROM又はDVD　１部
	


◆備考　提出前に提出書類が揃っていること、枚数制限に違反していないことを確認し、応募者確認欄に○をして提出すること。

様式②　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１／３
グループ構成表及び体制図
	グループ名
	


	■構成員１　
代表企業
	商号
又は名称
	

	
	所在地
	

	
	担当者
	氏名
所属
電話　　　　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ
電子メール

	
	役割
	1.設計企業　2.建設企業　3.工事監理企業　4.維持管理企業
5.解体企業　6.余剰地売却先事業者
7.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	■構成員２　

	商号
又は名称
	

	
	所在地
	

	
	担当者
	氏名
所属
電話　　　　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ
電子メール

	
	役割
	1.設計企業　2.建設企業　3.工事監理企業　4.維持管理企業
5.解体企業　6.余剰地売却先事業者
7.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	■構成員３　

	商号
又は名称
	

	
	所在地
	

	
	担当者
	氏名
所属
電話　　　　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ
電子メール

	
	役割
	1.設計企業　2.建設企業　3.工事監理企業　4.維持管理企業
5.解体企業　6.余剰地売却先事業者
7.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	■構成員４　
	商号
又は名称
	

	
	所在地
	

	
	担当者
	氏名
所属
電話　　　　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ
電子メール

	
	役割
	1.設計企業　2.建設企業　3.工事監理企業　4.維持管理企業
5.解体企業　6.余剰地売却先事業者
7.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


２/３
	■協力企業１
	商号
又は名称
	

	
	所在地
	

	
	担当者
	氏名
所属
電話　　　　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ
電子メール

	
	役割
	1.設計企業　2.建設企業　3.工事監理企業　4.維持管理企業
5.解体企業　6.余剰地売却先事業者
7.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	■協力企業２
	商号
又は名称
	

	
	所在地
	

	
	担当者
	氏名
所属
電話　　　　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ
電子メール

	
	役割
	1.設計企業　2.建設企業　3.工事監理企業　4.維持管理企業
5.解体企業　6.余剰地売却先事業者
7.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	■協力企業３
	商号
又は名称
	

	
	所在地
	

	
	担当者
	氏名
所属
電話　　　　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ
電子メール

	
	役割
	1.設計企業　2.建設企業　3.工事監理企業　4.維持管理企業
5.解体企業　6.余剰地売却先事業者
7.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	■余剰地売却先事業者
	商号
又は名称
	

	
	所在地
	

	
	担当者
	氏名
所属
電話　　　　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ
電子メール

	
	役割
	1.設計企業　2.建設企業　3.工事監理企業　4.維持管理企業
5.解体企業　余剰地売却先事業者
7.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


◆備考　「構成員１」「構成員２」…の記載順は、「参加表明書」とあわせてください。代表企業は、必ず「構成員１」の欄に、余剰地売却先事業者は必ず「余剰地売却先事業者」の欄に記載してください。
「役割」の欄は、募集要項「応募者の構成等」を参照し、担当する役割を○で囲んでください。複数の業務を担当する場合は、複数に○をつけてください。該当する番号以外の役割を担当する場合は7.に○をし、具体的な業務内容を記入してください。
構成員及び協力企業の記載欄が不足する場合は、本様式に準じて追加・作成してください。
３/３
グループ体制図
◆備考　グループ構成表にあわせて、体制図を図示してください。
               PFI事業と民間付帯事業のそれぞれについて分かりやすく示してください。
様式③
令和　　年　　月　　日
要求水準等に関する誓約書
（宛先）
富山市長
グループ名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表企業　　商号又は名称　　　　　　　　　　　　
　　　　　　所在地又は住所　　　　　　　　　　　　
　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　印
令和元年7月5日付で募集要項が公表された「中規模ホール整備官民連携事業」について、参加資格審査を通過した者として、提案書類を提出します。当グル―プの提案書類の一式は、募集要項等（募集要項、要求水準書（添付資料含む）、作成要領、様式集、基本協定書（案）、土地売買に関する基本協定書（案）、事業契約書（案）、土地売買契約書（案））に規定された条件を満たしており、要求水準と同等又はそれ以上の水準であることを誓約します。
様式④
令和　　年　　月　　日
売買価格に係る確認書（民間付帯事業）
（宛先）
富山市長
グループ名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
余剰地売却先企業　　商号又は名称　　　　　　　　　　　　
　　　　　　所在地又は住所　　　　　　　　　　　　
　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　印
令和元年7月5日付で募集要項が公表された「中規模ホール整備官民連携事業」について、参加資格審査を通過した余剰地売却先企業として、下記事項を確認し、承諾しました。
記
・余剰地売買価格は、土地売買契約締結前に貴市が実施する不動産鑑定評価額以上の価格とすること。
以上
様式⑤
令和　　年　　月　　日
売買面積提案書
宛先）
富山市長
グループ名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表企業　　商号又は名称　　　　　　　　　　　　
　　　　　　所在地又は住所　　　　　　　　　　　　
　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　印
令和元年7月5日付で募集要項が公表された「中規模ホール整備官民連携事業」について、余剰地の面積を次のとおり提案します。なお、最終的な売買面積は、測量・分筆後に確定するものとしますが、4,000㎡以上とします。
記
	記入欄
	単位

	
	㎡


以上
◆備考 
・記入欄に記載した面積が、設計図書等各様式に記載した面積と一致するようにすること。
・提案面積が本市の示す条件である4,000㎡以上であることを確認すること。
様式⑥
令和　　年　　月　　日
提案価格書（PFI事業）
（宛先）
富山市長
　　 グループ名　　　　　
代表企業

　 所在地
　
　
　 商号又は名称
　　
　 役職・氏名　　　　　　　　　



印
令和元年7月5日付で募集要項が公表された「中規模ホール整備官民連携事業」の募集について、資格審査を通過した者として、募集要項等（募集要項、要求水準書（添付資料含む）、作成要領、様式集、基本協定書（案）及び事業契約書（案））の各条項を承諾するとともに、富山市契約規則を熟知し、応募します。
下記金額に、取引に係る消費税及び地方消費税の額を加算した金額をもって、下記の事業を実施します。
記
	金
	百億
	拾億
	億
	千万
	百万
	拾万
	万
	千
	百
	拾
	円

	
	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　


　事業名：中規模ホール整備官民連携事業
　　ただし、この提案価格の内訳は次のとおりとします。
　　
	サービス対価Ａ
	円

	サービス対価Ｂ
	円

	サービス対価Ｃ
	円

	サービス対価Ｄ
	円

	サービス対価Ｅ
	円

	サービス対価Ｆ
	円

	総合計　※１
	円


	提案価格からアスベスト対策費相当額（サービス対価B）を除いた額　※２
	円


◆備考 
・提案価格は、算用数字で表示し、頭書に￥の記号を付記すること。いずれも税抜の価格とすること。
・※１に記載した金額が、提案価格と一致するようにすること。
・提案価格が本市の示す上限価格を超えていないことを確認すること。
・価格評価点の対象は、提案価格からアスベスト対策費相当額（サービス対価B）を除いた※２の金額となることに留意すること。記載する提案価格及び内訳は、様式1-2-1-3における本市の支払うサービス対価の事業期間の合計金額、及び様式1-2-1-4における本市の支払うサービス対価の事業期間の合計金額と整合を取ること。
・封筒に封かんし、グループ名、事業名（中規模ホール整備官民連携事業）を明記し、「提案価格書在中」と朱記すること。
0


